ＧＭイネ（禁断の科学）裁判（新潟地裁高田支部平成１７年ワ８７号他）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

経過報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　弁護士　　光　前　幸　一

　平成19年２月８日の裁判の内容は以下のとおりです。

平成1９年２月２１日

事件名

相手方
場　所
期　日
出席者

内　容
次回


ＧＭイネ実験栽培の差し止め請求等訴訟

独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構

新潟地裁高田支部

平成１９年２月８日　午後３時１５分　弁論準備手続き

原告本人（山田，佐藤，青木，天明，吉崎）。原告代理人（柳原，光前）

被告代理人（畑中，山岸，被告職員１名）

　傍聴人　安田、高橋、大嶋、安藤

　

１　これまでの流れ

ここ数回は、ＧＭイネが作り出させる抗菌物質（ディフェンシン）が、イネの体外にまで流出するか否かを確認するための実験（鑑定）方法、実験依頼先をめぐって原告、被告、裁判所間で協議を続けてきました。

原告側は、実験方法としては「免疫測定法」と「生物検定法」の２実験の実施を、実験依頼先は、前者について京都大学の佐藤教授の研究室、後者は九州にある㈱ビジョンバイオという民間会社を推薦し、被告は、実験方法としては「免疫測定法」のみ、依頼先は東京大学大学院の「新領域創成科学研究科先端生命科学専攻　代表者宇垣正志教授」を推薦していました。

原告側が２つの実験を必要とする理由は、「免疫測定法は流出したディフェンシンを検出する精度はすぐれているが、実験の条件設定が困難なため、通常の栽培環境では流出するディフェンシンが、実験では流出せず検出不能という結果に陥る可能性があるため、検出制度は免疫測定法より劣っても、設定条件がより簡易な生物検定法を併行することにより、検出の有無を広範囲に実験することができ有益」と考えているからです。また、実験依頼先として佐藤教授の研究室を推薦する理由は、同教授は、名実ともにわが国の遺伝子組み換え研究、応用の第一人者で、仮処分事件では被告側から研究推進の意見書を提出された方ですが、遺伝子組み換え技術が国民の理解を得るには、研究や実験にともなうリスクを徹底的に調査しなければならないという考えにたち、本ＧＭイネの問題点について裁判所から鑑定の依頼があれば、これに誠実に協力するとの意向を示してくださったからです。ただ、同研究室は、生物検定法を行うノウハウがないとのことであるため、同実験については、民間の調査・研究会社である㈱ビジョンバイオを推薦しています。また、原告は、被告の推薦する実験依頼先である宇垣教授の研究室については、同教授が本ＧＭイネの開発責任者的立場にある被告職員田中宥司氏と本ＧＭイネ開発に関連する研究を共同してきた経歴をもつことから、中立・公正な立場にたった鑑定を期待できないと主張してきました。

これに対し被告は、「生物検定法は実験精度が極めて低く、これをやるような研究機関はない、両実験の結果が異なったときの評価が困難で、生物検定法は有害無益」としつつ、仮に両実験を実施するなら、「同一の機関で実施すべき」として宇垣教授の研究室を推薦してきましたが、原告側か指摘された同教授と田中氏との関係を意識してか、突如、実験依頼先として「東京大学大学院・農学生命科学研究科応用生命科学専攻・代表者吉村悦郎教授」を推薦してきました。

２　裁判所の考え方

　　裁判所は、鑑定はできる限り「両当事者が納得するかたちのものにしたい」という基本姿勢のもと、「両者が同意している免疫測定法は実施する。実験の条件設定は、双方から希望を提案してもらい、鑑定先にしかるべき方法を選択してもらう（裁判所は実験条件を決定しない）。」、「仮に生物検定法を実施するとすれば、2つの実験は同一機関で実施するのが望ましい。」という意向を示していましたが、今回の裁判で以下のような発言をしました。

1 免疫測定法は実施するが、裁判所は、生物検定法について、これを実施すべきか否かを判断できない。

2 そこで、免疫測定法の実施機関で、生物検定法の実施の必要性も判断してもらい、必要であれば、同機関で実験を併行してもらう。

3 したがって、免疫測定法の実施機関は、生物検定法の実験能力も必要である。

4 現在、この要件を満たすもので最適な機関としては、東大大学院の吉村教授の研究室であろう。

３　裁判所意見に対する両当事者の対応

この意見に、被告は諸手をあげて賛成しました。原告側は、①裁判所がこのような提案をしてきた真意を整理する必要があり、②吉村研究室の中立性・公平性が不明で、③佐藤研究室において生物検定法を実施してもらえないかを再検討する必要もあることなどから、意見を留保し、次回までに結論を述べることとしました。

原告としては、これまで、両実験を異なる機関で実施することの有用性を述べ、両実験の結論が異なったときの評価こそ裁判所の職責であり、当事者はその判断を尊重すればよいことを力説してきたのですが、裁判所が「実験の結論評価以前の問題として、実験の必要性そのものを判断できない」と宣言したことに衝撃を受けました。そして、最悪の事態として、不完全な免疫測定法が被告推薦の実験機関で実施され、「ディフェンシンの流出なし」との結論が出ることを恐れました。

５　次回期日

次回の裁判期日は3月15日（木）の午後2時からです。

裁判所に原告側の方針変更を伝え、佐藤研究室での免疫測定法実験の実施を決定させたいと思います。吉村教授と被告との関係を調査する必要があります。

